
平成２０年５月１９日

告示第３６９号

県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１１９条第１項、第

１３２条第１項及び第２３２条の規定に基づき、県が発注する建設工事並びに建設工事に係

る測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コンサルタント業務及び建築設計業

務の契約に係る入札に参加する者に必要な資格その他必要な事項について定めるものとす

る。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。

(１) 建設業者 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第３

項に規定する建設業者をいう。

(２) 測量業者 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１０条の３に規定する測量業者を

いう。

（３） 建設コンサルタント 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１

８４号。以下「前払金保証事業法」という。）第１９条第３号に規定する建設コンサルタ

ントで建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条第１項の

登録を受けている者をいう。

（４） 地質調査業者 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条第

１項の登録を受けている者をいう。

（５） 補償コンサルタント 補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４

１号）第２条第１項の登録を受けている者をいう。

（６） 建築設計業者 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の登録を受け

ている者又は同法第２条第５項に規定する建築設備士若しくはその者を使用する者をい

う。

（７） 建設業者等 建設業者、測量業者、建設コンサルタント、地質調査業者、補償コンサ

ルタント及び建築設計業者をいう。

（８） 建設工事 法第２条第１項に規定する建設工事をいう。

（９） 測量 測量法第３条に規定する測量をいう。

（10） 建設コンサルタント業務 前払金保証事業法第１９条第３号に規定する建設コンサル

タントの業務をいう。

（11） 地質調査業務 地質調査業者登録規程第２条第１項に規定する地質調査業をいう。

（12） 補償コンサルタント業務 補償コンサルタント登録規程第２条第１項に規定する補償

コンサルタントの業務をいう。

（13） 建築設計業務 建築士法第２３条第１項に規定する設計等の業務又は同法第２条第７

項に規定する設備設計に関する業務をいう。

（14） 建設工事等 建設工事並びに建設工事に係る測量、建設コンサルタント業務、地質調

査業務、補償コンサルタント業務及び建築設計業務をいう。

（入札参加者の資格）

第３条 入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）は、次のとおりと



する。

(１) 次に掲げる者でないこと。

ア 第２条第７号の建設業者等でない者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当する者

ウ 県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）及び特別法人事業税に係る徴収金に未納

がある者

エ 消費税及び地方消費税並びにこれらに係る附帯税に未納がある者

オ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第３項及び厚生年金保険法（昭和２９

年法律第１１５号）第６条第１項の適用事業所である者であって、健康保険若しくは厚

生年金保険に未加入のもの又は知事が別に定める期間の健康保険料若しくは厚生年金保

険料に未納があるもの

カ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第５条第１項に規定する事業を行う者であ

って、雇用保険に未加入のもの又は知事が別に定める期間の雇用保険料に未納があるも

の

キ 第１１条第１項第２号から第４号までのいずれかに該当することにより入札参加資格

の認定を取り消された者で、その取消しの日から２年経過後の直近の定期認定（次条に

規定する定期の入札参加資格の審査に係る認定をいう。）の日の属する年の３月３１日

を経過しないもの

(２) 建設工事にあっては知事が別に定める審査基準日を対象とする法第２７条の２９第１

項に規定する総合評定値の通知を受けた者であること。

（入札参加資格審査の実施）

第４条 入札参加資格の審査は、２年に１回定期に行うものとし、物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規則（平成７年宮崎県規則第６９号）第２条第５号に規定する特定調達

契約の締結が見込まれるとき、又は知事が特に必要と認めるときは、随時に行うものとする。

（入札参加資格審査の申請）

第５条 前条の審査を受けようとする者は、知事が別に定める入札参加資格申請書及び添付書

類（以下「申請書等」という。）を知事に提出しなければならない。

（申請書の提出期間）

第６条 前条の規定による申請書等の提出は、知事が別に定める期間中に行わなければならな

い。

（入札参加資格審査及び名簿登載）

第７条 知事は、第５条の規定により申請書等の提出を受けたときは、第１３条に規定する審

査会の審査を経て、入札参加資格を認定するものとする。

２ 別表第１に掲げる建設工事に係る入札参加資格の認定に当たっては、建設工事の種類ごと

に、発注の標準となる建設工事の金額の区分に対応して定める同表に掲げる等級区分に応じ

た格付を行うものとし、その方法については別に定める。

３ 知事は、第１項の規定により入札参加資格の認定をし、又はしなかったときは、速やかに

その旨（前項に規定する格付を行った場合にあっては当該格付を含む。）を本人に通知する

ものとする。

４ 知事は、第１項の規定により入札参加資格の認定をした者（以下「有資格業者」という。）

については、その商号又は名称及び代表者又は個人の氏名を建設業者等有資格業者名簿（以

下「名簿」という。）に登載するものとする。

（入札参加資格の有効期間）

第８条 前条第１項の規定により認定された入札参加資格の有効期間は、当該入札参加資格が

認定された日から次期の定期の入札参加資格の審査に基づく認定の日の前日までとする。



（変更等の届出）

第９条 有資格業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を知事に届け

出なければならない。

(１) 主たる営業所の所在地、商号若しくは名称又は氏名（法人にあっては代表者の氏名、

個人にあってはその者の氏名）に変更があったとき。

(２) 業務の一部若しくは全部を中止し、又は廃止したとき。

(３) 県内に営業所（主たる営業所を除く。以下この号において同じ。）を設置し、県内の

営業所を廃止し、又は県内の営業所の所在地を変更したとき。

２ 知事許可業者（「宮崎県知事の許可を受けた建設業者」をいう。）又は大臣本店許可業者

（「国土交通大臣の許可を受けた建設業者で県内に本店を有する者」をいう。）が法第１１条

第１項、第３項若しくは第５項の規定による変更等の届出又は法第１２条の規定による廃業

等の届出を行ったときは、前項の規定による届出を行ったものとみなす。

（入札参加資格停止）

第１０条 有資格業者の入札参加資格停止（知事が別に定める期間入札への参加資格を停止す

ることをいう。）に関する取扱いについては、別に定めるところによる。

（資格の取消し）

第１１条 知事は、有資格業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１３条に規定する

審査会の審査を経て、入札参加資格の認定を取り消すものとする。ただし、第３条第１号ア

に該当するに至ったときは、審査会の審査を要しない。

(１) 第３条第１号ア又はイに該当するに至ったとき。

(２) 虚偽又は不正な方法により入札参加資格の認定を受けたことが明らかになったとき。

(３) 役員等（有資格者が個人である場合にはその者を、有資格者が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。）

が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力

団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）で

あると認められるとき。

(４) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。

２ 知事は、前項の規定により入札参加資格の認定を取り消したときは、その旨を本人に通知

するものとする。ただし、第３条第１号アに該当するに至ったときは、この限りでない。

（共同企業体の取扱い）

第１２条 共同企業体の入札参加資格に関する取扱いについては、別に定めるところによる。

（入札参加資格審査会）

第１３条 次に掲げる事項を審査するため入札参加資格審査会（以下「審査会」という。）を

置く。

(１) 第７条第１項に規定する資格の認定

(２) 第１１条第１項に規定する資格の取消し（第３条第１号アに該当する場合を除く。）

(３) その他知事が特に必要と認める事項

（審査会の組織）

第１４条 審査会は、会長及び審査員１０人で組織する。

２ 会長は、副知事をもって充てる。

３ 審査員は、別表第２の職にある者をもって充てる。

４ 別表第２の職にある者のうち部長又は課長が審査会に出席できないときは、次長又は課長

補佐がそれぞれ代理して出席できるものとする。

（会長の権限）



第１５条 会長は、会務を総理する。

２ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した審査員がそ

の職務を代行する。

（審査会の会議）

第１６条 審査会は、会長が必要の都度招集する。

２ 審査会の会議は、審査員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 審査会の議事は、出席した審査員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。

４ 会長は、議事の決定に際し必要が生じたときは、関係職員の出席を求めることができる。

５ 審査会の会議は、公開しない。

（会議の特例）

第１７条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、過半数以上の審

査員による書面審議をもって会議に代えることができる。

(１) 事案が特に急施を要し、会議を招集することが困難な場合

(２) 事案が軽易で会議を開催する必要のない場合

（庶務）

第１８条 審査会の庶務は、県土整備部管理課又は技術企画課において処理する。

（その他）

第１９条 この告示の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、公表の日から施行する。

（県が発注する建設工事の契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する要綱等の廃止）

２ 次に掲げる告示は、廃止する。

(１) 県が発注する建設工事の契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成

８年宮崎県告示第５２０号。以下「一般要綱」という。）

(２) 県が発注する建設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格等に関する要綱（平

成１６年宮崎県告示第２５９号。以下「指名要綱」という。）

（経過措置）

３ この告示の施行の際現に一般要綱及び指名要綱の規定によりされている手続その他の行為

は、この告示の相当規定によりされたものとみなす。

附 則（平成２２年３月４日告示第１０４号）

（施行期日）

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の県が発注する建設工事等の契約に係る入

札参加者の資格等に関する要綱の規定によりされている手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の相当規

定によりされたものとみなす。

附 則（平成２３年４月１日告示第２３５号）

この告示は、公表の日から施行する。

附 則（平成２４年３月８日告示第１７０号）

（施行期日）

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第３条第１号中オをカとし、エ

の次に次のように加える改正規定は、平成２６年４月１日から施行する。



（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の県が発注する建設工事等の契約に係る入

札参加者の資格等に関する要綱の規定によりされている手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の相当規

定によりされたものとみなす。

附 則（平成２８年３月３１日告示第２４５号）

（施行期日）

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の県が発注する建設工事等の契約に係る入

札参加者の資格等に関する要綱の規定によりされている手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の相当規

定によりされたものとみなす。

附 則（平成２９年２月１３日告示第１１７号）

この告示は、公表の日から施行する。

附 則（平成３０年３月２９日告示第４２１号）

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の県が発注する建設工事等の契約に係る入

札参加者の資格等に関する要綱の規定によりされている手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の相当規

定によりされたものとみなす。

附 則（令和元年８月２２日告示第２４７号）

１ この告示は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の県が発注する建設工事等の契約に係る入

札参加者の資格等に関する要綱第１１条第１項第２号から第４号までのいずれかの規定によ

り入札参加資格の認定を取り消されている者の入札参加資格については、この告示による改

正後の県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱第３条第１号

キの規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（令和３年４月２２日告示第３５９号）

この告示は、公表の日から施行する。

附 則（令和５年９月７日告示第６４４号）

この告示は、令和５年１０月１日から施行する。



別表第１（第７条関係）

等級区分

建設工事 特Ａ級 Ａ級 Ｂ級 Ｃ級

の種類及び金額

土木一式工事 8,000万円以上 3,000万円以上 1,500万円以上 1,500万円未満

8,000万円未満 3,000万円未満

建築一式工事 １億1,000万円 4,000万円以上 1,500万円以上 1,500万円未満

以上 １億1,000万円 4,000万円未満

未満

舗装工事 1,400万円以上 400万円以上 400万円未満

1,400万円未満

電気工事及び管工事 1,400万円以上 500万円以上 500万円未満

1,400万円未満

別表第２（第１４条関係）

環境森林部長

農政水産部長

県土整備部長

環境森林課長

自然環境課長

農政企画課長

農村計画課長

管理課長

技術企画課長

営繕課長


